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JUSTICE活動指針2026 

２０２６年３月23日 

大学図書館コンソーシアム連合 

運営委員会 

本文書は、学術情報流通全体を視野に入れ、オープンアクセスの世界的な潮流や国内の政

策方針を踏まえて、大学図書館コンソーシアム連合（以下「JUSTICE」）の基本姿勢および中

期的な重点事項、ならびに具体的な活動を示すものである。 

JUSTICEは、550を超える多様な会員館を擁し、重層的な運営体制を敷く組織である。加

えて、2011年の設立以降、その活動を通じて各種の調査データを蓄積してきた。こうした強み

を活かし、今後も会員館のニーズに即した活動を遂行するとともに、関係組織との連携を通じ

て、我が国の学術情報基盤の整備により一層貢献していくことを、本活動指針の基礎とする。 

1. 背景・趣旨 

 OA20200 F

1が提唱し、欧州を中心に指向された購読料からオープンアクセス出版料（APC）

へのコスト移行は、現在その成果や実現可能性について様々な議論が行われており、世界で

は新たな契約モデルや出版モデルの模索も始まっている。また、欧州やグローバルサウスにお

けるダイヤモンドOA1 F

2の支持と実践のように、地域的文脈に応じて異なるアプローチが並行し

て進むなど、オープンアクセスをめぐる動向は複線的かつ流動的に展開している。 

 こうした国際的な変化の中、日本国内では政府の「学術論文等の即時オープンアクセスの実

現に向けた基本方針」（以下「国の即時OA方針」）（2024.2）において機関リポジトリへの掲

載を基本とする即時オープンアクセス義務化が打ち出されるなど、日本の学術情報流通の動

向はオープンアクセス実現に向けて大きな転換期を迎えている。 

 JUSTICEはこれまで、OA2020への関心表明やオープンアクセス出版を含む契約モデル

（以下「OA出版契約モデル」）の導入・拡大等を通じて、会員館におけるオープンアクセス支援

とコスト適正化に一定の役割を果たしてきたが、こうした急速な状況変化を踏まえ、これまでの

取り組みを基盤としつつ、今後の活動の方向性をあらためて整理し示すべく、本文書において

中期的な活動指針をまとめることとした。 

 なお、本文書の公表に伴い、OA2020に即してJUSTICEにおけるOA出版モデル実現に向

けた道筋を示した 「購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざして～JUSTICE のOA2

020ロードマップ～」（2019.3／2023.2改訂） 2 F

3 は、その役割を終えることとする。 

2. JUSTICEの基本姿勢 

 JUSTICEは、会員館がそれぞれの方針や状況に応じて持続可能な学術情報基盤を構

 
1 OA2020：ドイツのマックス・プランク・デジタルライブラリーを中心に提唱された国際的イニシアティブで、購読

料中心のビジネスモデルを、オープンアクセス出版モデルへ転換することを目的としている。 
2 ダイヤモンドOA：著者にも読者にも費用負担（APC・購読料）を求めずに学術論文をオープンアクセスで公開

する出版モデル。主に大学・研究機関・学協会・公的資金によって運営され、営利出版社に依存しない非商業的

で持続可能な学術情報流通を目指す点に特徴がある。 
3 https://contents.nii.ac.jp/sites/default/files/justice/2023-04/JUSTICE_OA2020road

map-20230227_JP.pdf 
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築・維持できるよう、特定の契約モデルに偏ることなく、購読契約モデルやOA出版契約

モデルなど、可能な限り多様な選択肢を交渉し、提供することを基本とする。 

 併せてJUSTICEは、我が国の学術情報基盤の整備に貢献することをミッションとし、会

員館のために活動する組織であると同時に、日本の学術情報流通を支える中核的な役

割を担っている。研究・教育環境の向上、さらには日本の研究プレゼンスの向上に寄与

するため、関係機関・組織との連携を重視して取り組みを進める。 

3. オープンアクセスに関するJUSTICEの役割 

 論文等のオープンアクセス化は、個々の研究成果の発信力を高めるとともに、アクセス

障壁を下げることで、学術情報基盤の強化に寄与するという両側面を持つ。また、今日

オープンアクセスが推進される背景には、学術の公共性の確保、コストの適正化、研究

成果の国際発信力向上など、立場によって多様な動機が存在する。 

 こうしたオープンアクセスをめぐる多様性を踏まえ、JUSTICEは、出版社との交渉を通

じたゴールドOAへの取り組みを主軸としつつ、国内外の関連組織と連携して、様々なオ

ープンアクセスのあり方に関する理解と情報共有を進め、オープンアクセスの拡大に継

続的に貢献していく。 

 出版社との交渉においては、費用対効果を重視し、会員館にとっての「より良い条件」の

獲得を基本方針とする。その内容は大学の規模や設置形態、方針等によって異なること

に留意し、柔軟性をもって対応する。 

 加えて、OA出版契約モデルの評価にあたっては、単一の指標に依存せず、複数の観点

から総合的に判断することが求められる。実態に基づくデータと課題を分析し、継続的

な検証と改善を行うことにより、日本における持続可能な契約モデルを模索していく。 

4. 今後の具体的活動と重点事項 

 上記を踏まえ、今後３年程度を目途とし、以下に示すように従来の活動を継続・発展させてい

く。なお、期間中においても、国や他の交渉団体等の動きに対し、必要に応じて活動や重点事

項の再検討を行う。 

1) 出版社交渉・契約モデル 

 購読契約モデルおよびOA出版契約モデルのいずれについても継続的に交渉し、会員

館にとってより良い条件を提示する。 

 OA出版契約モデルにおいては、従来提案の主流であったRead&Publishモデルに限

定せず、多様なモデル 3 F

4について、会員館にとっての有用性を評価のうえ交渉の対象と

する。 

 契約主体のグループ化を検討している大学等の出版社交渉を支援するため、他の会員

館への不利益が生じないよう配慮のうえで、交渉ノウハウや調査データ、事例に関する

情報等の提供を行う。 

 国内外の組織とも連携しつつ、出版社と戦略的に協議を行いながら、日本における持続

可能な契約モデルの実現に取り組む。 

 
4 オープンアクセス出版社との機関契約など、海外では様々なモデルが取り入れられている。 
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2) 調査・分析とデータ活用 

 契約状況調査、論文公表実態調査、転換契約に関するアンケート調査、オープンアクセ

スに関する情報収集（各国・出版社の動向等）を含む、各種調査・情報収集を今後も継

続して実施する。 

 上記の調査結果や収集情報に基づき、日本におけるOA出版契約モデルの分析を行い、

継続的な検証と改善を進める。 

 持続可能な契約モデルの実現に向け、新たに必要となるデータの収集についても検討を

行う。 

 調査データや報告書、収集情報は、JUSTICEの活動のみならず、会員館の方針検討や

政策提言、契約モデルの検討等において重要な基盤となる。データの共有・二次利用の

範囲を明確にしたうえで、各ステークホルダーによる効果的な利活用を促進する。 

3) 研修・啓発・広報 

 現行の電子資料契約実務研修会、版元提案説明会での勉強会等の実務者向け研修を

継続する。また、実務上の疑問や課題を会員館同士が気軽に共有できるよう、地域レベ

ルでの情報交換の場の確保等にも取り組む。 

 JUSTICEが作成する『電子資料契約実務必携』『電子ジャーナルに関する学内向け説

明資料：素材集』の更新・充実を図るとともに、会員館が作成するオープンアクセス啓発

コンテンツ、会員館の契約内容の見直しや契約モデル変更に係る事例等を継続的に収

集・共有する。 

 会員館が大学執行部等へ効果的に訴求できるよう、図書館長をはじめとする関係者に

対し、館種別や地域別の協議会等の場を活用して、戦略的な情報提供を行う。また、各

ステークホルダーや広く社会に向けた広報活動にも取り組む。 

 学術情報流通の健全な発展を損なうような、新たな課金制度の導入などの出版社等の

動きに対し、国内外の関連組織と連携を取りつつ、JUSTICEとしての立場や意見を表

明し、必要に応じ適切な改善を働きかける。 

4) 関連組織・政府機関との連携 

 国の即時OA方針を背景とした政府が支援する出版社交渉体制の構築に際し、必要に

応じ知見や情報の共有等を通じて協力を行う。 

 JPCOAR（オープンアクセスリポジトリ推進協会）等の関連組織と連携して、会員館にお

ける国の即時OA方針への対応を支援する。 

 JMLA（日本医学図書館協会）／JPLA（日本薬学図書館協議会）コンソーシアム等との

連携により、有効な交渉を行う。 

5) 国際連携 

 ICOLC（国際図書館コンソーシアム連合）会合、ベルリン会議、OA2020関連イベント

等への参加を継続し、海外の政策動向や施策、コンソーシアムの活動、新たな契約モデ

ル等に関する最新情報を、実務・戦略の両面から収集し、情報交換を行う。 

 海外機関・担当者との実務レベルの継続的なネットワーク構築を模索するとともに、新た

な契約モデルや施策の検討に際しては、海外機関との協力や会員館職員の派遣等を視

野に入れる。 
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日本における転換契約の現在地 ‐R&Pを中心とする現状の分析と評価‐ 

 

２０２６年３月23日 

 

はじめに 

大学等研究機関は、長年にわたり学術雑誌の購読価格の上昇による「雑誌の危機」に直面し、従

来の購読モデルの維持は財政的な限界点に達した。この状況を打破し、研究成果の障壁のないア

クセスを実現するため、世界的にオープンアクセス（OA）への構造転換が希求された。 

こうした中、ドイツのマックス・プランク協会は2015年、既存の購読料予算をOA出版料（APC）

へと組織的に再編・転換させる国際イニシアティブ「OA2020」0F

1を提唱した。これは全世界的な資

金の流れを変えることでOAを実現しようとする戦略的な試みであった。 

大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）はこの理念に呼応し、2016年にOA2020への関

心表明（EoI）に署名し1F

2、国際的な連携体制への参画を決定した。その後、国内の実情に即した移

行モデルを検討するため、JUSTICE内での議論やデータの収集を進めた。 

 その一環として2019年、JUSTICEは「購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざして ～J

USTICE のOA2020ロードマップ～」を策定・公表し、2023年には改訂版を作成した2F

3。同ロー

ドマップは、論文データの分析、学内コンセンサスの形成、そして出版社との転換契約の交渉を含

む具体的な道筋を示したものであり、日本の学術情報流通において「読むための契約」から「出版

するための契約」へと舵を切るための指針として位置づけられてきたものである。 

 

 本文書は、OAロードマップの見直しにあたり、2025年度末時点の日本における転換契約の現

状について分析と評価を行ったものである。 

 

1. 転換契約導入の経緯と国内の現況 

日本における学術雑誌の転換契約（Transformative Agreements, TA）は、主に海外の大

手学術出版社とのRead & Publish（R&P）契約が中心である。この動きは、欧米（特にヨーロッ

パ）から数年程度遅れ、2018年頃から本格的な交渉と合意が始まった。国内の転換契約の交渉主

体は、JUSTICEの他にも先行大学（2022年2月にWileyと合意した4大学）3F

4、研究大学コンソー

シアム（RUC）4F

5、政府が体制構築を支援する集団交渉のためのチーム（OASE、OASE＋) 5F

6、JM

LA/JPLAなど複数のプレイヤーが関わっており、国内で並行して交渉を行う複線的な動きとなっ

ている。それらを総合すると、国内では現在、3大出版社（Elsevier, Wiley, Springer Nature）

を含む20程度の出版社との間でR&P契約が結ばれている。 

 
1 https://oa2020.org/ 
2 [2016.8.9] Open Access 2020の関心表明に署名しました. https://contents.nii.ac.jp/justice/news/20160816 
3 JUSTICEのOA2020ロードマップの改訂を行いました。. https://contents.nii.ac.jp/justice/news/20230330 
4 小陳左和子. 国内4大学とWiley社との電子ジャーナル転換契約の締結. カレントアウェアネス-E, 2022, No.437. E2505. http

s://current.ndl.go.jp/e2505 
5 国内１０大学とSpringer Nature社との転換契約パイロットプロジェクトについて. https://www.ruconsortium.jp/efforts/ca

t1/9eeac48ef69fe1c0f2c0812ff3aa0028174be272.html 
6 OASE+（Open Access for Scholarly Empowerment+）. https://oase.jp/ 
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一方、転換契約の導入は各機関の判断で行われている。国全体あるいはコンソーシアム単位で

の一括契約は行われず、機関単位で契約されている6F

7 7F

8。2025年現在、JUSTICE会員館のうち

約125の大学が転換契約を導入している。そのうちおよそ3分の1の機関で、APCの一部を論文の

著者が研究費等により負担することを制度化している8F

9。また予算面では、2024年度に文部科学

省の「オープンアクセス加速化事業」で転換契約あるいはAPC支援への経費の一部使用が認めら

れたが、転換契約の導入・継続自体を目的とした国あるいは研究助成団体からの継続的な財政支

援は行われていない。 

 

2. 転換契約に対する肯定的評価 

（コンソーシアムレベル） 

転換契約の導入により、いくつかの効果が現れている。コンソーシアム全体としては、個々の研究

者がAPCを負担する場合と比べて、オープンアクセスとして出版され、購読契約に拠らずに読める

論文の絶対数が増えている。 

JUSTICEでは、転換契約（R&P）だけでなく、購読契約も並行して交渉・合意し、選択肢を示す

ことを原則としており、会員館は機関の戦略や方針に沿って購読モデルとOA出版モデルから選択

して契約することができる柔軟な体制を確立している。さらに、JUSTICEは「OA2020ロードマッ

プ」に加え、「オープンアクセス出版モデル実現に向けた交渉方針について」を作成・公表し、原則に

則った交渉を進めている 9F

10。その結果、一定の合理性のある提案のみを受け入れ、不合理な転換

契約提案には合意しない判断を行い、コンソーシアム参加機関全体のコスト増を防ぐ努力を行って

いる。 

 

（機関・研究者レベル） 

各機関・大学でも、転換契約の導入によってオープンアクセスとして出版される論文数が増えて

いる。加えて、転換契約の導入を契機とした学内への説明などにより、研究者のOAへの関心を高

め、理解を促進する取り組みも進んでいる。契約機関毎に異なるが、OA論文出版の手続きが簡素

化され、自らAPCの支払い手続きを行う必要がなくなるなど、著者（研究者）の負担が軽減される

実務的なメリットも生じている。 

経済的な側面では、R&Pにより購読と出版の契約が包括され、導入機関の多くでは購読費とA

PCの合計額が抑制されている。従来、論文著者がそれぞれの研究費から個別に行っていた分散

的なAPC支払いが統合・一元化され、機関内で「管理可能」な状態になった。また、研究費が限ら

れる若手研究者にとって、有力な学術誌でのOAによる論文出版が可能になり、研究成果の可視性

向上につながっている点もメリットの一つである。 

 

3. 転換契約の課題 

（全体） 

 
7 平田義郎ほか. 転換契約への移行と大学図書館コンソーシアム連合(JUSTICE)のオープンアクセスに関する取り組み. 情報の科学

と技術. 2023, 73(8), p. 318-323. https://doi.org/10.18919/jkg.73.8_318, 
8 小陳左和子, 山崎裕子. 動向レビュー：国内の大学における電子ジャーナルの転換契約をめぐる動向. カレントアウェアネス. 2024, 

(360), CA2064, p. 14-16. https://current.ndl.go.jp/ca2064 
9 転換契約に関するアンケート調査結果(2025年度・公開版)を公開しました. https://contents.nii.ac.jp/justice/news/2025

0828 
10 オープンアクセス出版モデル実現に向けた交渉方針について. https://contents.nii.ac.jp/sites/default/files/justice/20

25-01/OAnego_20230227.pdf 
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一方で、転換契約には多くの課題と懸念が存在する。全体として、現状の転換契約によって学術

情報流通のトータルコストが縮減しているとは言い難い。コストの縮減を図るための一歩として、

「転換」契約であるにもかかわらず、購読費がAPCにどれだけ転換したかが、機関ごとのミクロレベ

ルでも、また国内全体のマクロレベルでも正確に掴めていない課題を解消する必要がある。R&P

提案の多くは、ビッグディール移行時の購読規模の維持を前提としたモデル（出版社側から見れば

売上額の保証）が続いており、契約モデルは変化しているものの支出額の構造には大きな変化がな

い。また、世界的にR&P契約を含むGold OAの進展により、全出版論文に占めるOA論文の割合

が拡大しているにも関わらず、購読のみの契約において額を抑制する提案が得られていないことも

大きな課題として認識している。 

学術出版市場の健全な競争と多様性という観点では、国内学会や人文社会系分野など中小規

模の出版社との転換契約交渉が進んでいないことはリスクとして認識すべきである。さらに、国内

で転換契約の交渉体制が複線化していることにより、交渉力の分散が生じ、国内状況の一元的な

把握が難しくなっている課題もある。 

従来過渡的と言われてきた転換契約10F

11であるが、今後はR&Pに限定しない多様な転換契約モデ

ルの議論や、購読を伴わないOA出版契約（Pure Publishing契約）の検討も必要である。 

 

（各機関） 

各大学・機関でも実務的な課題がある。購読契約と同様に、R&P契約でも毎年の価格上昇への

対応や予算確保に追われている。論文著者によるAPCの一部負担を求めている機関では、R&P

契約による論文出版枠を使い切らず、想定されたほどには論文のOA化が進んでいないケースも

ある。また、出版枠利用の承認や論文著者にAPCの一部負担を求める際の処理など、図書館の事

務負担の増加も指摘されている11F

12。 

こうした状況に加え、国の即時OA方針では、競争的研究資金受給者に対して論文及び根拠デ

ータを即時に機関リポジトリ等の情報基盤への掲載を義務づけることとなった。そのため、各大学で

は即時OAの実現方法が検討され、転換契約の継続・拡大を選択しない判断があり得る。 

研究活動への影響としては、転換契約等により研究者がAPCの支援を受けられるタイトルを投

稿先として選択する傾向が出てきている可能性があり、ビッグディールによって図書館のコレクショ

ン構成が影響を受けたのと同様、転換契約が論文出版ポートフォリオに影響を与えることが懸念さ

れる。この点は、先に述べた学術出版市場の多様性という観点からも注視すべきと思われる。 

 

おわりに 

転換契約の現状は、国内はもとより世界的にも国や地域によって様々12F

13である。また現在の状況

を踏まえて、OAへの完全移行ではなく、購読とOAが共存する「ハイブリッド」な状態が当面続く予

想13F

14が出されるなど、OA2020が目指す購読料からAPCへの転換の実現可能性については評価

が分かれている。しかし、転換契約がOAの推進に一定の役割を果たしてきたことも事実であり、J

USTICEとしてはここまでに述べた課題や国際的な状況を踏まえながら、今後も持続可能な契約

モデルの検討を行っていく必要がある。 

 
11 立原ゆり.オープンアクセス契約の類型化と課題.第9回学術コミュニケーションセミナー（月刊JPCOAR）.2022年6月15日. https:

//doi.org/10.34477/0002000165 
12 （前掲）転換契約に関するアンケート調査結果(2025年度・公開版)を公開しました. https://contents.nii.ac.jp/justice/news

/20250828 
13 Country overview. https://esac-initiative.org/market-watch/ 
14 Anderson R, “Ten years of a ‘quiet culture war’: where does it stand now?,” Insights, 2026, 39: 1, 1–9; D

OI: https://doi.org/10.1629/uksg.712 
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JUSTICEのOAに係る主要な取り組み 

 

 2013年度 

 APCに関する調査への協力 

国立情報学研究所が、国際学術情報流通基盤整備事業（SPARC Japan）の一環として、研究者の

オープンアクセス（OA）に対する意識及びAPC（Article Processing Charge）支払状況等を把

握する目的で行う調査に対して、同調査を実施する「オープンアクセスジャーナルへの投稿に関する

調査ワーキンググループ（SPARC Japan APC調査ワーキンググループ）」に委員2名が加わる形

で協力。 

 

 2014年度 

 外部での活動報告 

フランスの学術関係者とのOAに関する意見交換会（於 フランス大使館）で、事務局からJUSTICE

活動概要について説明。 

 

 2015年度 

 論文公表実態調査チーム設置 

OAを前提とした新たな電子ジャーナル契約モデルの策定に資することを目的として、国内研究者の

論文発表の実態調査を実施するため、運営委員会の下に「論文公表実態調査チーム」を設置した。2

015～2016年度にかけて、国内研究者の発表論文数、OA論文数、APC（論文処理費用）支払額

等の調査を行う。 

 

 2016年度 

 Open Access 2020の関心表明（Expression of Interest : EoI）に署名 

OA2020への関心表明（Expression of Interest : EoI）に、JUSTICEが2016年8月9日付け

で署名を行い、世界で60番目に受理された。 

 国内研究者による論文公表に関する実態調査の実施 

2015年度、運営委員会の下に「論文公表実態調査チーム」を設置し、2016年度も引き続き活動。

日本のOA率やOA出版料（APC）支払額を把握し、APC支払額と購読料の相殺交渉、新たな契約

モデル（購読料とAPCを組み合わせたモデル）の適用可能性の検討を目的とする。国内の研究者が

公表した論文のデータ（2012～2015年出版分）を入手し、雑誌掲載 論文数／OA論文数／APC

の支払推定額を、出版社ごと／機関ごとに集計を行った。 

 13th Berlin Open Access Conference 

OA2020のEoI署名機関が中心となって協議を行う国際会議13th Berlin Open Access Con

ference（Berlin 13）に、運営委員会委員を派遣した。会議の中でJUSTICEの論文公表実態調

査について報告を行った。 

 総会第二部 各種報告 

「図書館とオープンアクセス」「オープンアクセスに関する海外の動向」「国内研究者による論文公表

に関する実態調査報告」について、JUSTICE作業部会委員及び事務局より報告 

 

 2017年度 

 OA2020への対応検討 
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運営委員会の下に「OA2020対応検討チーム」を設置。論文公表実態調査の継続により日本の状

況を把握し、海外の状況も情報収集を行いつつ、現行の購読モデルの転換の可能性、OAへの転換

の可能性について検討 

 第64回国立大学図書館協会総会 研究集会報告 

研究集会「学術情報のオープン化の現状と⼤学図書館における今後の対応について」において、交

渉作業部会主査がJUSTICEの活動をふまえて「海外における学術雑誌のオープンアクセス化の動

向」を報告 

 Open Access 2020 Transformation Workshop（ミュンヘン） 

運営委員会委員長を派遣 

 

 2018年度 

 JUSTICE ‒ OA2020 Transformation Workshop開催 

 第3回 SPARC Japan セミナー2018 

「オープンアクセスへのロードマップ: The Road to OA2020」共催 

 14th Berlin Open Access Conference  

運営委員会委員長を派遣 

 総会第一部 

OA2020対応検討チーム活動報告 

 総会第二部 

協議事項 JUSTICE OA2020ロードマップ 

 「購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざして ～JUSTICEのOA2020ロードマップ～

JUSTICEのOA2020ロードマップ」公開 

 

 2019年度 

 OAモデル提案 

CUPとRead & Publishモデル3年間提案（2020-2022）合意、IEEEとAPC単価割引提案合意 

 論文公表実態調査実施 

Web of Scienceのデータを基に、論文公表実態調査を実施し、報告書を公開すると共に、会員館

への詳細データ提供を5月に開始。2019年度に実施した調査の報告書を2020年2月末公開。 

以下、毎年度実施（2022年度を除く）。 

 OA出版モデル契約に向けた交渉準備ワークショップ開催 

運営委員会／作業部会委員を対象として、OA出版モデルの基本情報、導入事例の情報共有を行っ

た。 

 版元提案説明会 オプション企画 

OA2020対応検討チームメンバーにより、雑誌契約担当者のためのOA説明会を開催 

 Global ESAC Workshopへの派遣 

OA出版モデルへの移行契約に関する実務者向けワークショップに、運営委員会委員長を派遣した 

 「オープンアクセス出版モデル実現に向けた交渉方針について」作成、各版元へ送付 

 

 2020年度 

 OAモデル提案 

ASMEと2021年R&P提案合意、SPIEと2021-2022年R＆P提案合意、Elsevierと2021-202

3年APC単価割引提案合意 

 電子資料契約実務研修会 
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第二部 事例報告「OAモデルを加えた新タイプ契約について」において、作業部会委員が講師として

登壇 

 OA2020 Update and Summit of Chief Negotiators 

OA出版モデルへの移行契約に関する交渉担当者のオンライン会合に事務局が参加 

 Global ESAC Workshop 

OA出版モデルへの移行契約に関する実務者向けオンラインワークショップに、事務局と作業部会委

員が参加 

 

 2021年度 

 OAモデル提案 

Read & Publish 提案（4提案）、APC割引（3提案）に合意 

 「オープンアクセス出版モデル実現に向けた交渉方針について」改訂、公開 

 15th Berlin Open Access Conference（オンライン） 

NII安達教授とともに運営委員会委員、事務局から参加 

 

 2022年度 

 OAモデル提案 

Read & Publish 提案（7提案），APC割引（3提案）に合意 

 電子資料契約実務研修会 

第二部（事例報告）「APC・ハゲタカジャーナルに関する学内調査の報告」を実施 

 JUSTICE転換契約に関する勉強会（オンライン） 

第一部（講演） 代理店からみた転換契約 講師：丸善雄松堂株式会社 

第二部（転換契約に関する座談会） 

 OA2020 Update and Summit of Chief Negotiators 

OA出版モデルへの移行契約に関する交渉担当者のオンライン会合に事務局が参加 

 「購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざして ～JUSTICEのOA2020ロードマップ～

JUSTICEのOA2020ロードマップ」改訂、公開 

 ESAC RegistryへJUSTICE転換契約登録 

 

 2023年度 

 OA推進作業部会を新たに設置 

 OAモデル提案 

Read & Publish提案（９提案），APC割引（3提案）に合意 

 IEEE（総代理店：丸善雄松堂株式会社）2024 Read＆Publishパイロットプラン 

3大学でのグループ交渉への支援（交渉への同席、助言、データ提供等） 

 Elsevier社転換契約に係る説明会 

Elsevier転換契約の交渉本格化に向けた説明会（４月）、転換契約パイロット提案への参加を新た

に検討する会員館に向けた提案内容説明会（８月）をそれぞれ開催 

 Elsevier社転換契約提案合意に関するプレスリリース発出 

 「米国化学会（ACS）による著者最終稿の公開費導入に対する反対声明」をJPCOARと共同公

表 

 版元提案説明会（ハイブリッド） 

オプション企画「転換契約座談会」開催 

 16th Berlin Open Access Conference 

作業部会委員、協力員を派遣 
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 第25回図書館総合展 

JPCOAR主催フォーラム「JPCOAR meets JUSTICE：大OA時代の中を漕ぎ進む大学図書館」

に運営委員会委員長が登壇 

 「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針」に関する懇話会（JPCOAR，R

UC共催） 

 総会第一部 

解説：オープンアクセス推進に関する政府の動向及び政府が支援する交渉体制について 

 

 2024年度 

 OAモデル提案 

Read & Publish提案（8提案），APC割引（3提案）に合意 

 「オープンアクセス加速化事業」公募関連企画 

事業に伴い、情報交換・共有を⽬的としたJPCOAR共同企画を開催 

 「転換契約に関するアンケート調査」実施 

 JUSTICE委員所属機関のOA啓発・説明の広報事例共有 

 版元提案説明会 

オプション企画「今こそ知りたい！ 転換契約」開催 

 第26回図書館総合展 

JPCOAR主催フォーラム「こう指す、こう来る、そこでこう指す：三手先の学術情報流通」を共催し，

作業部会委員が登壇 

 JPCOAR主催勉強会 

「機関リポジトリの次の一手を考える」シリーズ勉強会第4回「ちまたわVol.2 インドのOA事情：One 

Nation One Subscription とは」共催、作業部会委員が登壇 

 17th Berlin Open Access Conference 

運営委員会委員、作業部会委員を派遣 

 実務研修成果資料「はじめてのRead & Publish契約検討ガイド」会員館共有 

 「電子ジャーナルに関する学内向け説明資料：素材集」OA編 新規作成・公開 

 

 2025年度 

 OAモデル提案 

Read & Publish提案（8提案），APC割引（2提案）に合意 

 ESAC RegistryへJUSTICE転換契約登録 

 リポジトリ登録への不当な課金（IEEE Repository License Fee等）への反対声明をJPCO

ARと共同公表 

 JPCOAR主催勉強会 

「機関リポジトリの次の⼀⼿を考える」シリーズ勉強会第17回「ちまたわVol.6 リポジトリ登録にお金

かかるの？」共催 

 「転換契約に関するアンケート調査」実施 

 版元提案説明会 

オプション企画「実際どうなの？ 転換契約」開催 

 第27回図書館総合展 

JPCOAR主催3フォーラムへ企画協力し，作業部会委員が2フォーラムへ登壇 

 JUSTICE委員所属機関のOA啓発・説明の広報事例を更新 
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